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ICTに関するリアル熟議
テーマ
「ICTを活用した21世紀にふさわしい学校や学びとは

どうあるべきか？」

共催：特定非営利活動法人とうきょうED研究会

文部科学省
※「とうきょうED」は、学校の情報化を推進する教師及び関係者によるNPOです。（江戸×EDucation）

学校教育の情報化
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熟議カケアイ
（ネット熟議）
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概要

会場
千代田区立九段中等教育学校

スケジュール
13時30分 開会、熟議説明、基本情報提示

14時00分 熟議開始

16時30分 全体まとめ 5グループ発表、総括

17時00分 閉会

５グループでサブテーマを設定し熟議を実施
A)

 

①デジタル教科書・教材

B)

 

②情報端末及びデジタル機器

C)

 

④児童生徒へのＩＣＴ教育

D)

 

⑤教員等へのＩＣＴ教育

E)

 

③ＩＣＴを活用した校務支援システム・⑥教員へのサポート

各グループの基本構成は、以下の様な多様な参加者。
「コーディネータ」 1名、「教員および教育関係者」3名、 「保護者・ボランティア」1名

「企業関係者」2名、 「学生」1名

参加者 総合計６７名
参加者 44名（教員23名、学生4名、保護者ボランティア2名、企業15名）

傍聴 20名

文部科学省 3名
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ICTに関するリアル熟議でのモデル

有識者の会議と現場の会議の組み合わせという新しいモデル

3

日本ＰＴＡ全国協議会副会長
国立情報学研究所社会共有知研究センター長
慶應義塾大学理工学部教授
日野市立平山小学校校長
東京書籍株式会社編集局ソフトウェア制作部部長
読売新聞東京本社メディア戦略局専門委員
日本放送協会放送総局ライツ・アーカイブスセンター長
丸善株式会社代表取締役社長
立命館大学教育開発推進機構教授
三条市長
株式会社ＮＴＴデータ顧問、社団法人日本経済団体連合会高度情報通信人材育成部会長
日本経済新聞社産業部編集委員兼論説委員
愛知県教育委員会海部教育事務所所長
仙北市立生保内小学校学校支援地域本部地域コーディネーター
慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科教授
九州工業大学大学院情報工学研究院教授
横浜国立大学教育人間科学部准教授
玉川大学大学院教育学研究科教授
東京大学大学院教育学研究科教授
早稲田大学ＩＴ教育研究所研究員（研究総括）
株式会社野村総合研究所シニア・フェロー
世田谷区教育委員会教育長

学校教育の情報化に関する懇談会

論点

ニックネームによる参加者（匿名）

報告

新論点

紹介

ICIに関する熟議
（リアル熟議）

有識者やネットの参加者の議論を

 
踏まえ現場の関係者が熟議

国民

有識者

国民提言であり、第三者レビューでもある
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論点１

 懇談会・熟議カケアイの議論をどこまで深められるか

有識者とネットでの視点は少し異なっている。しかし、有識者が
マクロな視点で、現場がミクロな視点というわけではない

リアル熟議で検証して、懇話会で活かせると良い。

4

熟字カケアイ

懇談会

現場もマクロで

 よく考えている

現場の深みがある意見
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論点２

 一方のグループだけで顕在化された意見をどう扱うか

都合の良い意見のつまみ食いと言われないような、意見の確認
や整理が必要

5

現場の日常的意見

本質的な批判
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論点３

 議論が不足した点をどうするか

サブテーマによっては、懇談会やネット議論で充分に
論議されないことがある

6

懇談会や熟議カケアイで話題にならず
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論点４

 両グループの議論をつなげられるか

自動テキスト分析で見ても両グループの論点が明確に違っているが、議論の
ストーリーが作れるか

7

段落 段落

懇談会（1回-5回のまとめ（第6回資料）） 熟議カケアイ

機器

21世紀
のスキル

研究

考えさせる

 授業

校務
システム

デジタル時代

 の検定
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論点の検証

論点1 懇談会・熟議カケアイの議論をどこまで深められるか ○
「賛否両論ありますが、皆さんはどうお考えですか」

論点２ 一方のグループだけで顕在化された意見をどう扱うか ○
「こんな指摘がありますが、皆さんの身近にもありますか」

論点3 議論が不足した点をどうするか △
「個々は議論が必要と思いますが」と突然振られても、たたき台がないので、なかなか意見
が出せない

論点４ 両グループの議論をつなげられるか ×
2時間半の議論では、まとめ上げるのは難しい

ワーキンググループによるテーマを絞った議論が必要

8

学校教育の情報化
に関する懇談会

熟議カケアイ
（ネット熟議）

文部科学省
2010.4.22‐

文部科学省
2010.5.14‐5.31

・機器ありきではなく、何を教えるかを考えること

 
が先

・現場のニーズ、現状をとらえずに配布すると、

 
倉庫にいってしまうこともある

・生徒に一人一台の前に教員に一人一台を優

 
先するべき。教えることができないのであれば

 
生徒に配布しても効果が出ない

・特別支援教育は、一人一台の効果が高い

ICIに関するリアル熟議

現場の意見で確認ができる
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分析やリアル熟議の評価

マインドマップは、「０が１になった瞬間」を捕捉するのに有効
網羅的に情報を見ることにより、担当者が光るものを見つけやすい

「政策としての検討・取り組みが必要になった瞬間」を捕捉

また、マイナーな意見も見つけやすい

テキストマイニングは「マスな課題」を把握するのに有効
多くの参加者が指摘や議論する内容が顕在化する

「早急に対処が必要な課題、重要な課題」を把握

潜在的なニーズの発掘にも有効

リアル熟議は、具体的な問題点の把握に有効。しかし、雑談的になり、限ら
れた時間の中で政策として整理するのは難しい。

政策担当者にとっては面白いが、参加者から「最高！！」（大変満足）という評価が少ない。

9

10

29

6

1

0

0 5 10 15 20 25 30 35

１．大変満足

２．満足

３．どちらとも言えない

４．不満

５．非常に不満

満足度（n=46)

自由記述の主な意見
・四方山話にならないように気をつける必要がある
・テーマをもっと細かく絞らないと、議論が深まらない
・リアル熟議をすることを、もっと幅広く広報をするべきである
・みんなで議論できることは非常によい取り組みである。
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各チームの議論概要
A)

 
デジタル教科書・教材

定義があいまいであるので、はっきりするべきである。検定教科書がデジタル化したもの、現場で作ったプリ
ント、副教材、wikipediaをどう使っていくかなど、定義をまずしなければ議論できない。

ちゃんとした教材はリンクがあるが、そこから外は確認の手順をはさむなど、中身の保障をする事が必要。

現場の先生の教材の共有は、クックパッドのように、「この授業でこういう風に使いたい」と入れることで、適
切な教材が出てくるふうになって欲しい。

NICERがまったく使われていないがどうしてか？評価が必要。

ポルトガルでは、国が予算をつけて学校を通さずに子供向けにPC配布したら、学校で何故使わないのかと
いう突き上げがあり、学校が使わざるを得なくなった

電子黒板による現場の業務負担増は課題

B)

 
情報端末及びデジタル機器

教員用PCがワイヤーでつながれていて、使い勝手が悪い。（昔のインターネットは夢があり自由であったが、
今は制約だらけである）

1人1台の導入目標については、機器導入を目的にするのではなく、その前に授業などにおける目的を見極
める必要がある。

指導する側の教員に1人1台になっておらず、そちらを先に整備するべき。

携帯電話は1人1台だが高機能。これを上手く使えないか。学校裏サイト等悪い面で取り上げられているが、
これだけ普及しているインフラを使わざるを得ない。現場の指導やフィルタリング等も必要だが、活用する方
向で考える事が重要。

学校毎に状況は異なる。現場のニーズを調べて機器を導入しないと、使われないなど税金のムダになる。

機器を導入する筋道として、現場の学校・児童生徒のニーズをきめ細かく掘り起こしていく人材（マンパ
ワー）が必要

全体としての計画性をもち、学校の環境をデザインも構築していくことが必要。

意欲のある先生は多く、そうした先生をエンパワーし、デジタル機器を使ってより良い授業が出来ることを伝
えていく研修が必要。また体験できるセンターなどもあると良い。

特別支援学校では、PCは効果的であり使いこなしている。 10



www.tokyo-ed.jpC)

 
児童生徒へのＩＣＴ教育

まずは小学校の情報教育について力を入れるべきである。そうすることで、教科のねらいを達成することに
寄与するのはもちろんのこと、ICTスキル、モラルも身に付き、中学以降の授業のあり方も変ってくる。

日本とイギリスを比較すると、日本は各学校の環境格差（無線LAN、電子黒板)が大きい。教員は使いたい
が、そのような環境に無い場合も多い。

社会の変化を認識した上、必要な情報活用能力のイメージを明確にし、その能力が確実に身に付くように指
導していく必要がある。そのためには、旧来の学力観ではなく、新しい学力観を持って欲しい。

また、企業の求める人材像を発信して欲しい。

D)

 
教員等へのＩＣＴ教育

子供たちはデジタルな中で生活しており、デジタル世代に対応した教育をしていくべき

何が何でも使えばよいわけではなく、どのような力を付けさせたいかという原点に返る必要がある。

単に行政がこれでやれということではなく、地域特性、子どもの発達段階にあったシステムを一緒に考えな
がら作っていく。

本来熟議には行政、教員等だけでなく、子供がどうして欲しいのか生徒や子供も入れて議論していくべき。

管理職の役割は大きい。これからのICT教育をどうするかというビジョンを持てる管理職研修が必要。

校内研修で必ず使う。年配の先生に出来るだけ使ってもらい若い人には言わない

支援体制をしっかりすれば学校に広がっていく。

E)

 
ＩＣＴを活用した校務支援システム、教員へのサポート

教職員の負担の軽減の議論があるが、サポートといっても色々ある。先生は予算要求するときにどうやって
進めていくのか等の現場のサポートも必要。

学校の校務を情報化する際に、要求分析が出来ていない。要求分析を行って、その結果により業務を標準
化し、その上でシステム化を行うことが重要。

校務分掌別にさまざまな文章を作るが、その保管方法が学校ごとに違う。（文書ごと、年度ごと、ごちゃご
ちゃ・・）そのノウハウの分析も共有もされていない。

情報システムを導入することでの仕事の軽減にならない。PCが清書マシーンで終わっている。現場で職人
技の領域で仕事がとどまっている。 11
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１．現場の意見を対話しながら集約する取り組みは、

今後も定期的に開催してほしい

２．成果を政策に反映して欲しい

３．議論することが重要であり、成果にはこだわらない

４．議論の結果を、各参加者が、できるところから

実践することが重要である

５．ネットワーク上で引き続き議論をするべきである

６．あくまでも参考意見であり、今後の対応は

専門家による審議会や懇話会に任せたい

７．本日の結果をわかりやすいところに

公開するべきである

８．その他

今後への期待

12

本日の結果や今後の熟議に期待すること（MA,

 
n=46)

「対話機会の継続」
「政策としての実現と結果のトレース」

が求められている
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参考：行政活動への参加の間口は広がったか？

13

このような政策を考える活動にこれまで参加・傍聴したことはありますか（MA,

 
n＝46)
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１．行政機関の行う会議

２．パブリックコメント

３．政府の窓口への意見投稿

４．タウンミーティングなど公聴会

５．国政モニター

６．その他

７．国民として参加したことはないが業務で関わっている

８．関わったことはない

Web討議含む
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